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「熊本地震にともなう県財政への影響等について」 ２月議会  山本伸裕 ２０１７年３月８日 

日本共産党の山本伸裕です。熊本地震にともなう県財政への影響等についてお尋ねします。 

議案説明の中で知事は、国の強力なご支援により、この難局を何とか乗り切る見通しが立ちつつある、

と述べておられます。一体どのような根拠で言われたのか理解できません。見通しと言えば、県財政課の

説明によれば、復旧関係については県の実負担５％以内で収まるが、あとの復興に関してはどういう取

捨選択をしていくのか、単年度単年度の中で検討していくという部分が出てくる、とおっしゃっています。つま

りこれから先の見通しは見えていないということではないのですか。 

災害復旧に関しては確かに一定度、国の支援が受けられましたが、今後の復興の取り組みに関しては

熊本が特別に優遇されるような制度上の根拠はありません。知事は２月15日の定例会見で「政府のほ

うから、安倍首相のほうから、財政的なダメージを与えることはないので、躊躇なくやってほしいといわれてい

る」と述べておられますが、こうした口約束だけでなく恒久的な財源支援のしくみをつくることが必要ではな

いでしょうか。県は新年度予算に関して通常債の新規発行額を抑制し、県債残高を減少させたといいま

すが、地震関連の県債残高 260億円、臨時財政対策債残高を合わせると県債残高の総額は過去最

高の 1 兆 4470 億円に膨らみます。県は臨財債と通常債と足し合わせて論じるのはおかしいと言われま

すが、しかし県の意思で発行され、返済の第一義的責任の所在は県にあるわけであります。熊本県の臨

財債残高は年々膨らみ、5110 億円にまで達しています。全国的にも膨張する臨財債残高とその一方

で減少傾向を続ける地方交付税額が、地方自治体の財政に大きな不安を与えています。財政規模の

小さい被災市町村の不安はなおさらであります。新年度当初予算が各市町村の二月議会で提案されつ

つあります。ちなみに熊本県の当初予算案は前年度比 16％増額ですが、被災自治体を見ると、例えば

益城町は前年度比 351.8％、西原村でも前年度比 274.3％であります。そのほかの被災自治体も含

め、比率で言えば県よりもはるかに大きな規模で当初予算が膨張しております。私は熊本県は市町村を

包括する広域の地方自治体として市町村の財政運営にも当然目配りをすべきだし、市町村の声を代弁
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し、国に対しても要求をあげることが求められていると思います。ある町の幹部の方からお話を伺いました。

起債額は通常年度の５倍以上。財調は震災前の半分以下に減っている。もし今年度パンデミックが発

生したり、あるいは大規模災害が起こったら財政はえらいことになる。通常は交付税の算定予想額の８

割から９割で予算を組むが全額見込まないと予算が組めない。公共事業も予定価格でなく落札価格を

見込んで圧縮した予算を組んでいる。などなどであります。また熊本市では一般行政経費 15％カットの

予算編成方針の下、トイレットペーパーを減らすなど涙ぐましい努力が各課に徹底されているほか、嘱託

職員の削減、勤務時間 15 分間短縮など人件費削減も行なわれております。返す返すも、財政支援の

特別立法について今はあえて争点にすべきではないとおっしゃった昨年 10 月の蒲島知事のご発言、そし

て 9 月県議会で特別立法を求める意見書の否決という事態は誠に残念でありました。総務部長にお尋

ねします。県は今後の財政見通しの中で取捨選択という言葉を使われましたが、今後県が復興のために

取り組んでいきたいと考える施策の一つ一つが、財政的には大丈夫か、果たして国がバックアップしてくれる

かと心配しながら進めていくことにならざるを得ないのではありませんか。そのような中で災害弱者といわれる

ような立場の弱い方への支援が置き去りになってしまうような懸念はありませんか。 

次に、今後の厳しい財政運営が中長期的に続く状況を考えた時、たとえば一例ですが、復興に取り組

む一定期間、交付税額の算定に関して熊本の場合は人口が減っても額を減らさない特例を作っていただ

くとか、基金財源を長期的に支援する仕組みの創設など国に求めるべきではないかと思いますがいかがで

しょうか。以上、ご答弁を求めます。 

（総務部長答弁に対し登壇） 

 現状様々な支援制度が実現しているが、今後の復興事業に関しては、まだ国の支援制度が明らかで

ないものも少なからずあるといったご答弁であったかと思います。 

国が決断しない限り積極的な支援策が打ち出せないという実例がすでに表れております。被災者を対

象とした医療費免除の制度が 2 月末診療分を持って打ち切られようとしました。国が財源を補助する期
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間が 2 月末までとされていたためであります。熊本市もいったん、ホームページでも打ち切ることを告知しま

した。もちろん私たちは制度の継続を国・県・市に要望してまいりましたけれども、そんな中２月９日、厚

生労働省は国からの支援を９月まで延長しますとの連絡が入り、急転直下、免除・減免の延長が決まり

ました。延長はよかったのですが、例えば岩手県の場合、震災から６年が経過してなお、県知事が議会

でやりますと表明して免除制度が今も継続されていることと比べても、あまりにも対照的であります。熊本で

は、発災からたったの１０ヵ月で、まだ被災者の生活再建どころではない、住宅再建どころか解体も終わ

っていない、そんな中で早々と打ち切られようとしたんです。国がやりますといわない限り被災者の命にかか

わるような取り組みでさえ継続できないような状況でいいのでしょうか。 

知事は議案説明の中で、安倍首相が施政方針演説で熊本空港ターミナルビルの再建、熊本城天守

閣の早期復旧に関して国として全力で支援すると表明されたことを紹介されました。  

もちろん蒲島知事が議案説明でまず最初に強調されたことであります、被災者の一日も早い生活再建と

いうことを安倍首相も常に考えていらっしゃるだろうと期待しておりますけれども、演説であえて二つの事柄

だけに特化して支援を表明されたことには若干の不安を覚えました。被災者の生活再建なくして熊本地

震の復興なしという立場で、県におかれましてはぜひ政府に被災者に寄りそった支援策の拡充を迫ってい

ただきたいと思います。 

震災から一年もたたないのに、すでに全国的には熊本地震の報道がめっきり減ったといわれています。も

し万一全国のどこかで不幸にして大規模災害が発生したら、熊本支援どころでなくなるのは目に見えてい

ます。国からの恒久的支援制度の担保を取り付けることが急いで求められるということを強調し質疑を終

わります。 


